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Ⅰ . 緒言

市区町村に働く保健師( 以 下 ､ 保健 師とする) は ､ 多く の 地域住民 の 健康や生 活 に ま

つ わる 問題( 以 下 ､ 健康 ･ 生活 問題 とす る) を改善するた め ､ 新規事業 を立 ち上 げる こ

とが あ る o こ の 活 動は ｢ 事業化｣ と呼 ばれ ､
保健師 の 重妻 な p o p ul a ti o n

-

s t r a t e g y の

一

つ と して 世 界的に 注目 を集 めて い る ｡

事業化 に必 要 な技術 は ､ 質的研究 を中心 に解 明され て きた が ､
そ の プ ロ セ ス に ど

の よ うな要 因が関連 して い る の か を実証 した研究は見 当た らず ､ 保健 師に よ る事業

化は 依然 と して 個人 の 経験 に依拠 して い る と言わ れ て い る ｡

本研究で は ､ 保健師に よ る事業化 の プ ロ セ ス ､ す なわ ち ､ 保健 師が①新規事業 を

立 ち上 げる必要性 に つ い て 認識 し ､ ②そ の 提案 を し ､ ③新規事業が住民 に提供され

た こ と には ､ どの ような要因 が関連 して い た の か を明確 にする こ と を通 して ､ よ り

多く の 保健 師が事業化で き るた め の 辛 が かり を得る こ と を目的と した 0

Ⅱ . 方 法

本調査 の 対象は ､ 全 国の 市区町村で 対人保健福祉サ ー ビ ス に携 わり ､
1 年以 上 の

経験を有す る常勤保健師で あり ､ 全 国保健師長会 の 協力 を得て 2 0 0 5 年 5 月 - 6 月 に

郵送法に よる無記名自記式質問紙調査 を実施 した ｡
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対象 の 選 定に あたり ､
2 0 0 5 年内に合併予 定の 5 4 7 市町村 を除外 し ､

1 8 7 1 市 区町

村か ら抽出率 2 0 % で 3 7 4 市区町村を無作為抽出 した ｡ 3 0 5 市町村か ら協力 が得 られ ､

当該市町村 に 勤務 し ､ 対 象 の 基準 に合致 した者は 2 3 0 6 人だ っ た ｡

調査項 目は ､ 従属変数 と して ､
ボ ト ム ア ッ プ型 の 事業化 の プ ロ セ ス 要 因､ 即 ち①

新規事業を開発 する必 要性 の 認 識 の 有無 ､ ② そ の 提案 の 有無 ､ ③新規事業 の 住民 -

の 提供 の 有無 をたずね た ｡ 独立変数 と して ､ 自治体お よび所属する組織 の 要 因 ､
保

健 師 の個人 要 因 ､ 新規事業自体 の 要 因に つ い て たずねた ｡

分析 は ､ まず保健師経験年数とす べ て の 変数 と の 関連 に つ い て ､
S p e a r m a n の 順

位相関係数 を用 い て 検討 した ｡

次 に ､ 回答者 を保健 師経験年数 に基 づ き ､ 1
- 5 年目( 新任期) ､ 6

- 1 0 年目( 前期中堅

期) ､ l l - 2 0 年 目( 後期中堅期) ､ 2 1 年 目以 上( ベ テ ラ ン 期) に分け ､ 従属変数 ごと に ｢認

識群｣ と ｢ 非認 識群｣ ､ ｢ 提案群｣ と ｢ 非提案群｣ ､ ｢ 提供群｣ と ｢非提供群｣ に 二 群

比較 を した｡ また ､ 変数減少 法 に よる ロ ジス テ ィ ッ ク 回帰分析 を行 い ､ 保健 師に よ

る事業化 の プ ロ セ ス とそ の 関連要因を検討 した ｡

分析に は S P S S v e r . 1 2 . O J を用 い
､ 有意水準は 5 % 未満 と した ｡

Ⅲ . 結果

調 査 対象 2 3 0 6 人 の うち ､ 1 3 7 4 人 か ら回答 を得た( 回収率5 9 . 6 % ) ｡ 有効回答は 1 2 7 0

人 だ っ た( 有効回答率 5 5 .
1 % ) 0

対象 の 性別 は ､ 女性が 1 2 5 8 人( 9 9 . 1 % ) ､ 平均年齢 は 3 6 . 3 ± 8 . 8 歳､ 平均保健 師経

験年数 は 1 2 . 2 ± 8 . 5 年 で あ っ た ｡ 保健師経験年数 は ､ 1
- 5 年が 3 4 0 人( 2 6 . 8 % ) ､ 6

- 1 0

年が 3 4 7 人( 2 7 . 3 % ) ､ l l - 2 0 年が 3 2 9 人( 2 5 . 9 % ) ､ 2 1 年以上 が 2 5 4 人( 2 0 . 0 % ) で あ っ

た ｡ ま た ､ 認識 群は 7 8 9 人(6 2 . 1 % ) ､ 提案群 は 4 6 5 人( 3 6 . 6 % ) ､ 提供群 は 3 9 9 人( 3 1 .4 % )

で あ っ た ｡

保健師経験年数 とす べ て の 変数と の 関連 を検討 した結果 ､ 保健師 の 個人要 因 の う

ち
､ 年齢 と職位 と の 間に 強い 正 の 相関が ､ また過 去 の 事業化経験と の 間にやや強い

正 の 相関が認 め られ た ｡ 他 の 変数と の 関連 はそれ ほ ど強く なか っ た ｡

ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 の 結果 ､ 新規事業を立 ち上 げる必 要性 の 認識 には ､ す べ

て の 経験年数群で ､ ｢ 他者主 導 の 事業化に参画 した経験 あり ･ 自身で 事業化 した経

験あり｣ が有意に関連 して い た ｡ 新任期で は ｢ 事業化 に関する研修 を受 けた こ と が

ある｣ こ とと ｢ 事例検討を行 っ て い る｣ こ と ､ 前期中墜 期で は ｢ ク ライ ア ン トと類

似 の 健康 ･ 生 活 問題 を持 つ 地域住民 の 存在 を裏付 け るデ
ー タが ある か｣ を考慮する

こ とと ｢ 自治体の 地域保健福祉計画 を読む｣ こ と ､ 後期中堅期と ベ テ ラ ン 期で は ､ ｢ 既

存 の 民 間サ ー ビ ス を活 用すれ ば ､ 健康 ･ 生 活 問題 に 対処 で きる か｣ を考慮す る こ と

と ､ ｢ 日頃か ら ､ 住民 - の 支援 に つ い て職場 の 人 に相談す る｣ こ とが 関連 して い た ｡
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新規事業 の 提案 に は ､ ど の 経験年数群 で も ､

｢ 新規事業 の 必 要性 を認識 して もら

うた め の 働き か け を した｣ こ とが有意に 関連 して い た ｡ 新任期 で は
｢ 事業化す る こ

と に つ い て ､ 住民 の 支持 を得られ る可 能性 が あ る か｣ を考慮 した こ と ､
前期中堅 期

で は ｢所 属部署の 内外 を問わず , 新規事業 の 立 ち上 げに 賛同 して くれ る人 が い る か｣

を考慮 した こ と ､ 後期中堅期で は ｢ 新規事業を立 ち 上 げる上 で 参考 に なる他 の 自治

体の 情報が ある か｣ を考慮 した こ と ､

ベ テ ラ ン期 で は ､ 後期中堅期で 有意な 関連 の

藩 め られ た項 目に 加 え ､
保健師経験年数が長 い こ とと ｢ 日 常業務 で 疑問に思 っ た 問

題 に つ い て 調査 をする｣ こ とが 関連 して い た ｡

新規事業 の 提供に は ､ どの 経験年数群で も ､

｢ 初年度に必要な予算を確保 した｣ こ

とが有意 に 関連 して い た ｡

Ⅳ . 考察

本結果は ､ 調査対象 の 自治体 を無作為抽出 して 得た も の で あり ､ わ が国 の 保健師

に よ る事業化 の 現状を比較的良好に 反 映 してい る と言 える｡

ま た ､ 保健師経験年数は ､ 年齢や職位 お よび過 去 の 事業化経験と の 間に 関連が藩

め られ た ｡ こ の 結果 か ら ､ 年功序列 制度に より ､ 経験 を積 んだ保健師が より高 い 職

位 に就 い て おり ､ 事業化 を経験する機会 に恵まれ て い る こ とが示唆 された ｡

新規事業を立 ち上 げる必要 性 の 認識 に は ､ す べ て の 経験年数群で ､ 過去 に 他者 主

導の 事業化に 参画 した経験と自身で 事業化 した経験を持 つ こ とが 関連 して い た ｡ 保

健 師活 動 の 目的は ､ 住民 個人 と地域全体 を視野 に 入 れ て ､ 彼 ら の 健康 を保持
･

増進

する活動 を展 開す る こ と で あり ､ 保健 師の 勤務す る 自治体や所属組織 の 差異に拘 ら

ず ､ 共通 して い る ｡ つ まり ､ 保健 師は ､ 自治体や職場 の 違 い に拘らず ､ 事業化 の 必

要性 を認 識で きる可能性が あり ､ 新任期 か ら様 々 な立場 で 事業化 の 経験を積 む こ と

が重要と解釈され る ｡

また ､ 新任期で は ､ 事業化 に 関す る研修を受 ける こ と と事例検討 を行 うこ とが ,

新規事業 の 必 要性 の認識 と関連 して い た ｡ これ は ､ 新任期 か ら事業化 の 現任教育 を

受 ける必 要 性 を新た に示 唆 し ､ 保健師に よる事業化 にお ける個別支援 の 積み 重ね の

重要性 を示 す先行研究 1 7-2 2) を支持する知見 で あ る｡

前期中塑期 で は ､ ク ライ ア ン トと類似 の 問題 を持 つ 地 域住民 の 存在 を裏付け るデ

ー タ に つ い て 考慮する こ とと ､ 自治体 の 地域保健福祉計画 を読む こ とが ､ 新規事業

を立 ち上 げる必 要性 の 認 識と 関連 して い た ｡ こ れ は ､ 行政職員 が事業化 の 必 要性 を

見極 め る際に ､ 問題 の 広 が り を示 す根拠 を得る こ とが不 可欠 とい う先行 研究
2 9) を支

持す る結果 で あ る｡
一

方 ､ こ れ ま で保健 師が自治体 の 計画 を読む の は ､ 事業 の 企 画 ･

立案段 階とされ て い た が
,
日 頃 か ら計画 を読み ､ 自治体 の 課題 を把握す る と共 に ､

個人 の 問題 と の 関連性を検討する こ とが必 要 と考えられ る ｡
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後期中堅 期と ベ テ ラ ン 期で は ､ 民 間サ
ー ビ ス の 活用 可能性 に つ い て 考慮す る こ と

と
､ 住民 - の支援に つ い て職場 の 人 に 相談する こ とが ､ 新規事業 を立 ち上 げる必要

性 の 認識 と 関連 して い た ｡ 行政 が新規事業 を 立 ち 上 げる た め に は ､ 自助や 共助 ､ お

よび既存 の 社会資源 の い ずれ に よ っ て も解決 困難 で あ る こ とが条件 に なる ｡ こ れ は ､

保健 師によ る事業化 に関する先行研究 で は言及 され て い な か っ た が ､ 今後保健師が ､

事業化 の 必 要性 を検討する 際の 留意点に なる と考え られ る ｡ また ､ 後期 中堅期以 後

は
､ 管理職 に昇進 して い く 時期 と重 な るた め ､ 部下や地域 の 管理 業務が増加す る 反

面 ､ 個別支援に 関わる機会は減少 して い る と考えられ る ｡ こ の た め ､ 後期中堅期以

後 に は ､ 事例検討や職場で の コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン を活 用 し ､ 地域 の 健康 ･ 生 活 問題

の 把握 に努め る こ とが重要 と考 えられ る｡

また ､ 新規事業 の 提 案に は ､ す べ て の 経験年数群で ､ 保健 師が 同僚や上 司 にそ の

必要性 を認識 して もらうた め の働 き か け を した こ とが関連 して い た ｡ 合意形成 に は ､

関係者 の 問題 意識 レ ベ ル が影響す る た め ､ それ を高 め る よ うな働 き か け の 重 要 性 が

示唆され て い たが ､ 本結果 に より こ れ が実証 され たと考 えられ る ｡

新任期で は ､ 事業化 に つ い て 住民 の 支持を得 られ る可 能性 を考慮 した こ とが ､ ま

た前期中堅期 で は ､ 新規事業 の 立 ち上 げに賛同t- て く れ る人 が い る か を考慮 した こ

とが
､ 新規事業 の 提案 に 関連 して い た ｡ 経験年数 の 浅 い 保健師が ､ 新規事業 の 提案

をす る に は ､ 自身 の 事業化経験 の 乏 しさ を ､ 多く の 人 か ら協力 を得 る こ と によ っ て

補う必要 が ある と考 えられ る ｡ こ の た め ､ 新任期や前期中堅期 には ､ 住民 も含 めた

事業化に対す る賛同者 の 有無 を予 め検討 して おく こ とが重要 と考 えられ る ｡

後期中堅期 と ベ テ ラ ン 期で は ､ 新規事業 の 提 案に は ､ ｢ 新規事業を立 ち上 げる上 で

参考に な る他 の 自治体 の 情報が ある か｣ に つ い て 考慮 した こ と が関連 して い た ｡ 行

政職 に 関す る先行研究で は ､ こ の 情報 を収集
･ 分析する こ とで ､ 事業 の 効果や改善

点が 明確 に なる と言わ れて い たが ､ 今後保健 師が ､ 効果的な事業 の 提案をす る 際に

も役立 っ 可能性があると考 えられ る｡

ベ テ ラ ン 期で は ､ 保健師経験が長 い こ と と日常業務 で疑問に 思 っ た問題 に つ い て

調査する こ とが ､ 新規事業 の 提案と 関連 して い た｡ こ の 知見 に より ､ 経験豊 か な保

健師が発言 力 を持 っ て い る こ と と ､ 行政職貞や経験 の 浅 い 保 健 師によ る 事業化に お

い て 不 可欠 と されて い る調査能力 が ､ ベ テ ラ ン 期で も重 要 で あ る こ とが示 唆された ｡

新規事業が住民 に 提供 され た こ と に は ､ す べ て の 経験年数群 で ､ 予 算 を確保 した

こ とが関連 して い た o 予算は事業提供 に不 可欠 な資甑 の た め ､ 当然 の 結果 だが ､ 昨

今 の 財政状況 の 悪化 を考え る と予算確保 は 困難 なた め ､ 保健 師は 既存事業 の組 み替

え等に より
､
予算確保に努 める こ とが必 要で あ る ｡

本研究の 知 見 は ､ 多く の 保健 師の 事業化 の技術 の 向上 に 資する点で 意義が ある ｡
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